
] 金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

{ 投資有価証券及び有価証券
満期保有目的の債権 499¶493 505¶228 5¶734

| 現金及び預金 9¶791¶536 9¶791¶536 `

} 未収附属病院収入 3¶230¶055

徴収不能引当金（＊２） �135¶000

3¶095¶055 3¶095¶055 `

~ 国立大学財務・経営センター (19¶244¶779) (20¶620¶216) (1¶375¶436)

債務負担金
� 長期借入金 (7¶484¶924) (7¶196¶676) (�288¶247)

� リース債務 (1¶196¶107) (1¶204¶151) (8¶043)

‚ 未払金 (7¶250¶616) (7¶250¶616) `

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２） 未収附属病院収入に対して計上している徴収不能引当金を控除しております。

\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細
（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 32¶851¶899 2¶690¶251 97¶017 35¶445¶133 11¶044¶336 2¶042¶479 26¶824 ` 51¶836 24¶373¶972

構 築 物 2¶076¶129 132¶305 68¶276 2¶140¶158 916¶722 126¶199 8¶627 ` 7¶407 1¶214¶808

機 械 装 置 48¶227 1¶016 ` 49¶243 24¶871 4¶351 ` ` ` 24¶372

工具器具備品 980¶834 201¶050 43¶278 1¶138¶607 807¶096 62¶052 ` ` ` 331¶511

図 書 ` ` ` ` ` ` ` ` ` `

附 属 明 細 書
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６．重要な債務負担行為
該当事項はない。

７．金融商品関係
\ 金融商品の状況に関する事項
当法人は、資金運用については預金、国債、地方債及び政府保証債等に限定し、資金調達につ
いては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規程に基づ

き、国債のみを保有しており社債及び株式等は保有しておりません。また、未収附属病院収入は、
国立大学法人信州大学債権管理事務取扱細則に沿ってリスク管理を行っております。
国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、
文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法
{ 投資有価証券及び有価証券

これらの時価について、取引所の価格又は取引金融機関から提示された価格によってお
ります。

| 現金及び預金、並びに} 未収附属病院収入
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。なお、未収附属病院収入のうち貸倒懸念債権については、担保又は
保証による回収見込額等により、時価を算定しております。

~ 国立大学財務・経営センター債務負担金、� 長期借入金及び� リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又は、リース取引を行っ
た場合に想定される利率で割り引いて算定する方法により算定しております。

‚ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ております。

（追加情報）
当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及
び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月
10日）を適用しております。

８．賃貸等不動産関係
当法人は、長野県内において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の総額に重要
性が乏しいため、注記を省略しております。
（追加情報）
当事業年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平
成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第23号 平成20年11月28日）を適用しております。

９．重要な後発事象
該当事項はない。

10．その他
貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び国立大学法人等業務実施コスト計算書
の記載金額は、千円未満を切捨てて表示している。
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